
（百万円）

分子の構造
年度 H27 H28 H29 H30 R01

8 8 5 3 -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

48 51 47 39 30

- - - - -

- - - - -

185 186 180 172 156

▲ 129 ▲ 127 ▲ 128 ▲ 130 ▲ 126

※1 令和2年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考） （百万円）

年度 H26末 H27末 H28末 H29末 H30末

（注）減債基金残高のうち、実質公債費比率の算定に用いる満期一括償還地方債の償還の財源として積み立てた額に係るもののみを記入。

　　　減債基金積立金の年度を超えた一般会計又は特別会計への貸付額は控除して記入。

元利償還金等(A)

元利償還金

減債基金積立不足算定額※2

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

債務負担行為に基づく支出額

一時借入金の利子

算入公債費等(B) 算入公債費等

(A)－(B) 実質公債費比率の分子

※2　減債基金
　　積立状況等

減債基金残高（注）

減債基金積立相当額

（9）実質公債費比率（分子）の構造（市町村） 令和元年度 福島県大熊町

分析欄
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H27 H28 H29 H30 R01

（百万円）

元利償還金は平成30年度に全て償還となったため、新規起債が

無い限り公債費は皆無となり、一部事務組合にて起債した公債

費のみが実質公債費比率に反映される。

分析欄

満期一括償還地方債を利用していない
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